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機関名：国立大学法人滋賀大学
（事業テーマ名：滋賀リカレント教育コアリション（SREC）構築によるリカレント教育の推進）

令和６年度補正予算リカレント教育エコシステム構築支援事業メニュー①「産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」

事業概要）地域の主要な経済団体、金融機関、自治体が参加するプラットフォーム（滋賀リカレント教育コアリション：SREC）を組成し、SRECにお
いて幹事会を構成し、幹事組織が推薦する地域の企業がSRECの企業部会に所属する。滋賀大学と滋賀県立大学の強み『データサイエンスに
おける高度人材育成実績』と『地域課題解決のためのフィールドワーク型教育』を活かして、地域ニーズに即した『DX人材育成（地域の底
上げと高度人材育成）・経営戦略・地域課題解決』という三つの教育プログラムを構築する。人材育成を通じた地域の経済活性化を達成する
ために、ファシリテーター等が伴走することで既存事業の効率化・新規事業の開拓・他の企業との協業やスタートアップの開始に寄与する。
教育プログラムの受講の利便性を高めるため、開講日時（夕方および週末の集中講義）やTAを活用した少人数かつ個別ニーズ対応講義方法
を導入するほか、県の地理的特徴（人口、アクセス、企業集積の違い）を考慮して彦根と大津（滋賀大学大津サテライトプラザ）の二箇所で
開講する。

事業目的）リスキリング事業を通して
地域の経営者や次世代の経
営者のスキルをアップさせ、
地域の活性化を実現する。

事業目標）本事業の最終的な目標は地
域の経済の活性化であり、
人材育成がなされたのちに、
その人材が個別企業の発展
に本事業の経験を活用する
ことが重要である。した
がって、ファシリテーター
による個別相談会、その結
果を受けて大学の地域連携
スタッフによる伴走事業を
組み合わせることで、この
最終目標を達成する枠組み
を整備することとしている。

実施体制



概要の目的と特徴

令和２年度「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業（就職・転職支援のためのリカレント教育プログラムの開発・実施）」企画提案書（a：求職支援）(P3)

目的

特徴

文化資産が多くまた製造業に強い滋賀県の地域的特徴を活かし、経済人材のリスキリング事業による地域の経営者や次世代
の経営者のスキルアップを通じて滋賀の経済を活性化させる

1. 日本初のデータサイエンス学部を開設し、現在はデータサイエンス分野の高度人材育成拠点となっている滋賀大学の強
みを活かして当該分野の地域全体の底上げと高度人材の育成を実現する

2. 開学以来30年間、「地域に根ざし、地域に学び、地域に貢献する」大学として教育・研究・地域貢献活動に取り組ん
できた滋賀県立大学の強みを活かして、所属企業や地域の未来を拓く人材を育成する

3. データサイエンス学部・大学院から生まれた大学発ベンチャーと大学と地域企業・経済団体が設立した組織が教育に参
加すること、また適宜TA（大学院生）を配置することできめ細やかな指導体制を整備する

4. 時間的余裕のない経営者が教育プログラムへ参加する際、参加者の事情に合わせた開講日程・方法（週末や集中など）
を設定する

5. 講義内容の策定に当たっては、コアリションの幹事、参加企業からの情報収集によるニーズ把握のみならず、教育プロ
グラムの最初にファシリテーターが参加者のコンサルテーションを実施し、個別ニーズの把握を進める

6. 事業後に、アップしたスキルが各企業の現場で活かされるようファシリテーターや大学発ベンチャー企業等が伴走する
7. 事業参加企業間の連携を図り、適切なファシリテーションにより企業間のネットワーキングを推進し、新規事業の開発

や新規のスタートアップの設立を支援する
8. 地域の中小企業と大学生のマッチングの機会を提供することで、地元に学生が残る素地を整備する
9. プログラム修了者には、教育プログラムの講師として自らが学ぶ意義や事例を紹介させたり、OBOG会を創設

して交流の機会を提供するなど、持続的に自己啓発する仕組みを整備する 



プラットフォームの活動範囲、体制構築

令和２年度「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業（就職・転職支援のためのリカレント教育プログラムの開発・実施）」企画提案書（a：求職支援）(P4)

滋賀県内を主とする（必要に応じて近隣県の企業の参加を認める）

活動範囲

体制構築

滋賀県内の産業界、自治体、金融機関、大学の組織等によりプラットフォーム
滋賀リカレント教育コアリション（Shiga Recurrent Education Coalition, 以下SREC）を
構築し、地域企業ニーズを反映したリカレント教育を実施

産業界 自治体 金融機関 大学

構
成

滋賀県商工会議所連合会
滋賀県中小企業団体中央会
滋賀経済同友会
滋賀経済産業協会
滋賀県産業支援プラザ
滋賀県信用保証協会
滋賀県中小企業家同友会

滋賀県
彦根市

（両大学が連携協定締結し
ている県内市町は事業開始
後に参加依頼予定）

滋賀銀行
関西みらい銀行
商工組合中央金庫（大津・彦
根支店）
滋賀県信用金庫協会（滋賀中
央信用金庫、長浜信用金庫、
湖東信用金庫）
あいおいニッセイ同和損害保
険（大津支店）

滋賀大学
滋賀県立大学 

役
割

地域・業界ニーズの収集およ
び提供
受講生の派遣および推薦
企業・団体との連絡および調
整

政策、行政等との連携
教育機関と産業界の連携支援 
周知・啓発

中小企業との連携
企業とのマッチング支援
企業ニーズの収集・提供

教育プログラムの開発・実施



プラットフォームの運営体制の概要
令和２年度「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業（就職・転職支援のためのリカレント教育プログラムの開発・実施）」企画提案書（a：求職支援）(P5)

滋賀リカレント教育コアリション（SREC）
産・官・学・金の連携によるリカレント教育プラットフォーム

滋賀大学
① 経営人材へのリカレント教育による

地域中小企業のＤＸ推進

データサイエンス・AIイノベーション
研究推進センター

アントレプレナーシップセンター

滋賀大学
② 中小企業の経営戦略策定に資する

リカレント教育

地域共生センター

地域経済人材育成機構 事務局

滋賀県立大学
③ 地域課題の解決に資する

リカレント教育

合同会社mitei ／ディナレッジ株式会社／ミラカン合同会社／株式会社Dive to／近江テッ
クアカデミー株式会社
すでに地域の人材育成事業の実績を有する滋賀大学発ベンチャー4社や滋賀大学が地場の経済団体と
企業で共同設立している外部リソース（近江テックアカデミー）も活用して実施

地域ひと・モノ・未来情報研究センター

滋賀リカレント教育コアリション（SREC）には参加団体・企業の代表者が委員として参加する。また研修に参加を予定する企業もその
構成員となる。地域経済人材育成機構は滋賀大学・滋賀県立大学から機構長（滋賀大学理事）、副機構長（滋賀県立大学理事）を配置
し、教育プログラムの内容・設計の検討、プログラム実施運営にあたる。機構には事務局を置き、滋賀大学産学公連携推進機構がその
任に当たる



プラットフォーム（SREC）に参加する産官金体制

滋賀リカレント教育コアリション（SREC）

経
済
団
体

•滋賀県商工会議所連合会

•滋賀県中小企業団体中央会

•滋賀経済同友会

•滋賀経済産業協会

•滋賀県産業支援プラザ

•滋賀県信用保証協会

•滋賀県中小企業家同友会

金
融
機
関

•滋賀銀行

•関西みらい銀行

•滋賀県信用金庫協会（滋賀中央
信用金庫・長浜信用金庫・湖東
信用金庫）

•商工組合中央金庫

•あいおいニッセイ同和損害保険

自
治
体

•滋賀県

•彦根市

•（他の市町はすでに両大学で連
携協定を締結しており、申請書
には記載していないが事業開始
後はプラットフォームへの参加
の依頼を予定）

・参加団体の代表者が幹事会を構成
・研修等に参加企業がメンバーとなる企業部会を設置
・本事業の基本方針の策定
・教育プログラム等の事業の評価
・地域のリスキリング（人材育成）の将来構想を議論
・研修の修了者組織を構築し自己啓発を推進する

滋賀県内の主要経済団体・主要金融機関・自治体が参画

滋賀県内のリカレント・リスキリング事業を統合するプラットフォームを目指す



参考資料

① DX分野の人材育成プログラム（基礎編）

② DX分野の人材育成プログラム（応用編）

③ ひらめきと戦略をつなぐ事業構想ラボ

④ 企業・地域の課題解決人材育成プログラム

 本事業で実施する教育プログラムについて
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